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1．はじめに 

近年，自転車は環境にやさしく，健康増進のための

交通手段として注目されている．将来の自転車利用促

進のためには，これまでの自転車利用と社会的・経済

的な変化の関連性に着目した自転車利用促進策を提案

する必要がある．これまで既存研究 1)2)では PT 調査デ

ータを用いた自転車利用実態などが明らかにされてい

るが，端末交通を含めた実態は不明な点が多い．また

自転車利用について要因分析を行った研究 3)4)もされて

いるが，複数の長期的なデータから経年比較をした事

例は少ない．そこで本研究では過去 5 回行われた東京

都市圏PT調査のデータを用いて自転車利用実態の長期

的変化を把握し，社会的・経済的な変化と自転車利用

に関する傾向との間の因果関係について検証する． 

2．自転車交通に関する歴史 

 既存研究 5)6)7)を踏まえて，自転車交通に関する歴史を

整理し，社会的・経済的な変化と自転車利用の因果関

係に関する以下の３つの仮説を立てた． (a)1970 年代は

自宅と駅間の交通手段が不十分であり，石油危機によ

って自転車が省エネルギーな交通手段として注目され

た．(b)1980 年代に入るとママチャリが普及し，安全に

自転車で移動できるように法改正され，そして女性の

社会進出が進んだ．(c)2000 年代は環境意識・健康意識

の高まりから自転車に乗ることを目的に外出する人が

増えた．

 

図-1 自転車交通に関する年表 5)6)7) 

3. 通学目的の自転車の鉄道端末交通としての利用 

 (a)の視点より，1968年から78年にかけての通学目的

の自転車の鉄道端末交通としての利用に着目する．図-

2から，1968年から78年にかけてバスの鉄道端末分担率

が減少し，自転車の鉄道端末分担率が増加したことが

分かる．また1978年から88年にかけても自転車の鉄道

端末利用は倍以上増加している． 

ここで「通学目的の自転車の鉄道端末交通としての

利用は，バスの鉄道端末利用に代わって増加した」と

いう仮説を立て，Bayes LiNGAMによる検証を行った．

1968年から78年の変化では仮説が棄却されたが，1978

年から88年の変化では82.11%という高確率で仮説を表

す因果の方向となった（図-3参照）． 

 

図-2 通学目的の鉄道端末交通分担率 

 

図-3 通学目的の自転車の鉄道端末交通としての利用 

に関する因果分析結果 

4．40～60代女性の自転車利用 

 (b)の視点より，1978年から88年にかけての40～60代

女性の買物やパートタイム通勤の目的の自転車利用に

着目する．図-4に示す通り，1968年から78年の急増はマ

マチャリの登場と同時期であり，1978年から88年にか

けてもさらに増加傾向は続いた．図-5からは，1978年か

ら88年にかけて，鉄道分担率が減少し自転車分担率が

約倍増していることがわかる． 

ここで「買物目的および販売従事者の通勤目的の40

～60代女性による自転車利用は，女性の社会進出によ
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り増加した」という仮説を立て，Bayes LiNGAMによる

検証を行った．1978年から88年の変化では仮説が棄却

されたが，71.23%という高確率で通勤自転車の増加が

買物での自転車の増加に影響を与えたことがわかった． 

 

図-4 40～60代女性の買物目的の代表交通分担率 

 

図-5 40～60代販売従事女性の通勤目的の 

代表交通分担率 

 

図-6 40～60代女性の自転車利用に関する 

因果分析結果 

5．ポタリングとしての自転車利用 

 (c)の視点をふまえ，1998年から2008年にかけてのポ

タリングとしての自転車利用に着目する．ポタリング

とは，自転車を用いた散歩や散策，散歩的なサイクリ

ングのことである．図-7から，都心部・郊外部において

は，ポタリングの発生集中量が1988年から98年にかけ

て半減し，1998年から2008年にかけては約2倍に増加し

ていることがわかる．図-8からは，1978年から2008年ま

での長期的変化として，ポタリングは長距離トリップ

が増加傾向にあることがわかる． 

ここで，「健康的な交通行動トリップは，ホワイトカ

ラー層の人々の自転車利用によって増加した」という

仮説を立て，Bayes LiNGAMによる検証を行った．199

8年から2008年の変化での仮説を立証できたが，他の経

年比較では仮説が立証できなかった．  

 
図-7 圏域別のポタリングの発生集中量 

 
図-8 ポタリングの自転車トリップ長の割合 

 

図-9 ポタリングとしての自転車利用に関する 

因果分析結果 

6．おわりに 

本研究では1968年からの50年間の自転車利用の変化

を，社会環境の変化と対比してその関連性を検証した．

その結果，限定的ではあるが一定の知見を得ることが

できた．今後は利用実態だけでなく，利用意識からの

分析も重要であると考えられる． 
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